
食品産業特定技能協議会 第５回運営委員会議題 

 

日時：令和３年６月15日（火） 

（書面開催） 

 

 

【報告事項】 

１ 特定技能制度運用状況【資料１】 

２ 人手不足状況【資料２】 

・有効求人倍率の推移 

・欠員率の推移 

・日銀短観 雇用ＤＩの推移 

３ 試験について 

・受験者数(年度別）【資料３-1】 

・19－20年度試験実績【資料３-2】 

・2021年度国内試験予定【資料３-3】 

・2021年度国外試験予定【資料３-4】 

 

【審議事項】 

４ 特定技能２号の分野追加に必要な手続等【資料４】 

５ 登録支援機関・特定技能所属機関(受入れ機関)の公表について【資料５】 

６ 要領等の改正について【資料６】



【その他】 

７ 新型コロナウイルス感染症に対する対応(出入国在留管理庁) 

・帰国困難者に対する在留諸申請及び在留資格認定証明書交付申請の取扱い 

【資料７‐１】 

・解雇等された外国人の方への就労継続支援【資料７‐2】 

・新型コロナウイルス感染症の拡大等を受けた留学生へ対応について【資料７-3】 

・新型コロナウイルス感染症の 拡大等を受けた技能実習生【資料７‐4】 

８ ・～特定技能外国人の受入機関の方々へ～インド国籍の方々を特定技能外国人と

して受け入れるまでの手続の流れ(出入国在留管理庁) 【資料８-1】 

・インド国籍の方々の受入れ手続きについて（QRコード）（資料8-2） 

・インド特定技能外国人に係る手続の流れについて(フローチャート)【資料８-3】 

９ 外国人労働者の人事・労務支援ツールを作成しました（厚生労働省）【資料９】   

 

参考資料： 運営委員名簿 



特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 ①

出典：出入国在留管理庁HP

特定技能在留外国人数の推移（平成３１年４月～令和３年３月末現在）（速報値）
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令和２年９月末：８，７６９人
ネパール

令和３年３月末：２２，５６７人（速報値）
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令和２年３月末：３，９８７人
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特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 ②

令和２年３月末→令和２年９月末 令和２年９月末→令和３年３月末

（人）

国籍・地域別特定技能在留外国人増加数

2（注）対数目盛で表示 令和元年９月末→令和２年３月末

出典：出入国在留管理庁HP

国籍・域別特定技能在留外国人数の推移



特 定 技 能 制 度 運 用 状 況③

都道府県別特定技能在留外国人数の推移
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特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 ④
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5

特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 ⑤

技能試験（１４分野） 受験者数（注１） 合格者数（注１）

国内 ４３，３６９人 ２５，８９５人

海外（８カ国） １９，９１５人 １４，３７３人

合計 ６３，２８４人 ４０，２６８人

日本語試験（日本語基礎テスト） 受験者数（注１） 合格者数（注１）

国内 ２，５２９人 １，４６０人

海外（７カ国） ２３，０２４人 ８，９５２人

合計 ２５，５５３人 １０，４１２人

技能試験 実施国 受験者数（注１） 合格者数 （注１） 令和２年９月末比増加数（増加率） 令和２年３月末比増加数（増加率）

介護（注２）
国内・海外７カ国

フィリピン・カンボジア・インドネシア・
ネパール・モンゴル・ミャンマー・タイ

20,533人 13,521人 7,610人 (128.7%） 11,139人 (467.6%）

ビルクリーニング 国内・海外２カ国
（ フィリピン・ミャンマー ） 1,206人 864人 265人 (44.2%） 369人 (74.5%）

素形材産業
産業機械製造業 （注３）

電気・電子情報関連産業

国内・海外１カ国
（ インドネシア ） 134人 22人 18人 (450.0%） 18人 (450.0%）

建設（注３）
国内・海外２カ国

（ フィリピン・ベトナム ） 188人 124人 64人 (106.7%） 124人 (－）

造船・舶用工業（注３）
国内・海外１カ国
（ フィリピン ） 26人 19人 9人 (90.0%） 12人 (171.4%）

自動車整備 国内・海外１カ国
（ フィリピン ） 239人 130人 105人 (420.0%） 105人 (420.0%）

航空（注３）
国内・海外２カ国

（ フィリピン・モンゴル ） 554人 301人 56人 (22.9%） 107人 (55.2%）

宿泊 国内・海外１カ国
（ ミャンマー ） 4,989人 2,460人 768人 (45.4%） 1,320人 (115.8%）

農業（注３）
国内・海外６カ国

フィリピン・カンボジア・インドネシア・
ミャンマー・タイ・ネパール

5,788人 5,061人 4,072人 (411.7%） 4,763人 (1598.3%）

漁業（注３）
国内・海外１カ国
（ インドネシア ） 126人 55人 47人 (587.5%） 47人 (587.5%）

飲食料品製造業
国内・海外２カ国

（ フィリピン・インドネシア ） 10,528人 7,361人 4,594人 (166.0%） 5,537人 (303.6%）

外食業
国内・海外６カ国

フィリピン・カンボジア・インドネシア・
ミャンマー・タイ・ネパール

18,973人 10,350人 4,851人 (88.2%） 5,227人 (102.0%）

(注1） ２０２１年３月末までに実施された技能試験等のうち，４月１６日までに結果が公表された分については，累計値に含めている。 (注2) 介護には介護日本語試験があるが，受験者数及び合格者数に計上していない。 (注3) 業務区分によって試験実施状況が異なる。

日本語試験 実施国 受験者数（注１） 合格者数 （注１） 令和２年９月末比増加数（増加率） 令和２年３月末比増加数（増加率）

日本語基礎テスト（JFT Basic）
国内・海外７カ国

フィリピン・カンボジア・インドネシア・

ミャンマー・モンゴル・タイ・ネパール
25,553人 10,412人 6,753人（184.6%） 9,034人（655.6%）

技能試験等の実施状況について（令和３年３月末現在）（速報値）

出典：出入国在留管理庁HP



特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 ⑥

登録支援機関（令和３年３月末現在：速報値）

特定技能外国人の許可状況等について（令和３年３月末現在：速報値）
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農林水産省 食料産業局 ／Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

＜参考＞飲食料品製造業分野・外食業分野の特定技能外国人受入れ状況

7

＜飲食料品製造業分野＞
令和３年４月末現在、14分野で最多の8,757人。 技能実習２号修了者からの移行が中心。

＜外食業分野＞
令和３年４月末現在、1,269人。すべて技能試験合格者からの移行。

国別、ルート別の内訳

国別、ルート別の内訳

9 20 38 71 100 126 154 246 357
472

607
709

794 859 905 950 998 1045 1081 1150

1269

特定技能外国人受入れ数（外食分野）

31 49 148 303 557 700 1021 1402 1545 1852 2094 2365 2674
3167

3751
4809

5764
6844

7448
8104

8757
特定技能外国人受入れ数（飲食料品製造分野）

※出入国在留管理庁からの聴き取りにより農林水産省で作成

※出入国在留管理庁からの聴き取りにより農林水産省で作成

国 技能実習 試験

ベトナム 6,309 249
中国 697 47
インドネシア 302 52
フィリピン 207 11
ミャンマー 542 11
タイ 132 3
カンボジア 110 2
ネパール 0 10
モンゴル 8 12
台湾 0 19
その他 16 18
合計 8,323 434

国 試験
ベトナム 746
中国 138
インドネシア 18
フィリピン 24
ミャンマー 73
タイ 11
カンボジア 1
ネパール 60
モンゴル 17
台湾 51
その他 130
合計 1,269
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